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１月の非農業部門雇用者数は、前月差＋146千人と12月の同＋133千人から小幅加速した。

製造業、建設業が減少したものの、サービス業の増加ペースが加速した。市場予想である

同＋200千人を下回ったものの、年次改定によって2000年に遡って統計が改定されており、

予想値との比較はあまり意味を持たない。潜在成長率程度の成長が続くもと、雇用は一時

的に増加幅が拡大することがあったものの基本的には緩やかな増加傾向が持続している。 

今回の結果を受け、債券市場では長期債利回りが低下した。為替市場では対円、対ユー

ロでのドル下落要因となった。株式市場でも、利上げペース加速懸念の後退を好感し、主

要株価指数は上昇した。 

 

製造業は、原材料価格の高止まりなどコスト抑制圧力が強い状況のなか減少幅が拡大し

た。サービス業では、小売業が増加に転じた。慎重な売上見通しや値引き競争の激化を背

景としたコスト削減のために12月に例年よりも雇用を抑制したことで１月の解雇者数が少

基調は昨年３月以

降変わらず 

米国雇用動向（The Employment Situation）
失業率 非農業部門雇用者数 時間当たり賃金 労働 労働投入量

製造業 建設業 サービス関連業 時間
小売業 ｻｰﾋﾞｽ 政府

前月差 前月差 前月差 前月差 前月差 前月差 前月差 前月比 前年比 時間 前月比 年率※

暦 2000年 4.0 162 ▲8 7 163 19 112 22 3.9 34.3 1.8
年 2001年 4.8 ▲148 ▲123 ▲1 ▲25 ▲24 ▲18 46 3.8 34.0 ▲1.4
2002年 5.8 ▲45 ▲67 ▲7 30 ▲10 20 21 2.9 33.8 ▲2.0
2003年 6.0 8 ▲51 10 50 ▲5 59 ▲4 2.7 33.7 ▲1.4
2004年 5.5 181 3 22 154 13 101 12 2.1 33.8 1.7
031Q 5.8 ▲85 ▲62 ▲12 ▲9 ▲26 11 ▲28 0.2 3.2 33.8 ▲0.4 ▲1.7
四 032Q 6.1 ▲18 ▲77 22 37 ▲2 47 ▲19 0.2 2.9 33.7 ▲0.8 ▲3.1
半 033Q 6.1 33 ▲49 17 66 15 78 ▲8 0.1 2.6 33.6 0.1 0.3
期 034Q 5.9 101 ▲17 11 105 ▲7 100 11 0.1 2.0 33.7 0.5 2.0
041Q 5.6 177 ▲2 29 146 34 75 ▲6 0.2 1.7 33.8 0.5 2.0
042Q 5.6 231 18 19 192 13 149 ▲1 0.2 2.0 33.7 0.6 2.6
043Q 5.5 134 3 14 115 ▲8 62 35 0.3 2.2 33.8 0.6 2.4
044Q 5.4 182 ▲7 25 163 12 116 7 0.2 2.5 33.8 0.7 2.8
月 0401 5.7 117 ▲14 36 94 43 38 ▲21 0.2 1.9 33.8 0.7 2.0
次 0402 5.6 94 ▲2 ▲4 98 16 53 18 0.2 1.6 33.8 0.1 1.4
0403 5.7 320 10 56 246 44 133 31 0.2 1.8 33.8 ▲0.1 2.0
0404 5.5 337 32 16 285 17 204 25 0.3 2.2 33.7 0.4 1.9
0405 5.6 250 24 36 187 14 162 ▲21 0.3 2.0 33.8 0.6 2.7
0406 5.6 106 ▲3 6 104 8 80 ▲15 0.1 2.0 33.6 ▲0.4 2.6
0407 5.5 83 ▲3 10 71 ▲12 64 15 0.4 2.0 33.8 0.4 2.8
0408 5.4 188 25 20 144 ▲5 69 59 0.3 2.2 33.7 0.2 1.9
0409 5.4 130 ▲14 13 129 ▲6 54 32 0.2 2.4 33.8 0.4 2.4
0410 5.5 282 ▲8 45 247 19 188 23 0.3 2.6 33.8 0.3 2.8
0411 5.4 132 ▲7 17 118 25 58 6 0.1 2.4 33.7 ▲0.1 3.4
0412 5.4 133 ▲7 14 123 ▲8 103 ▲7 0.2 2.6 33.8 0.4 2.8
0501 5.2 146 ▲25 ▲9 177 19 90 12 0.2 2.6 33.7 ▲0.1 1.9

（出所）労働省（Department of Labor）
（注）単位は雇用者数が千人（年率）、労働時間が週当たり時間、その他は％。
　　　四半期部分の前月比は前期比。
　　　※は年次部分が前年比、四半期部分が前期比年率、月次部分が３カ月移動平均３カ月前対比年率。
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なかった。さらに、ギフトカードの売上増に伴う実際の購入時期の遅れや、クリアランス

セールでの販売増加によって解雇の時期が後ずれしたこと等を背景に、季節調整後に増加

した。狭義のサービス業では、製造業での需要が持ち直した人材派遣、飲食の増加ペース

が加速した。 

非農業部門雇用者数は月次での変動が大きいため、より変動が小さい週間失業保険申請

件数で雇用情勢をみると、昨年３月以降2005年１月第３週までの４週間移動平均で概ね34

万件程度と非農業部門雇用者数が前月差＋150～200千件程度での拡大を示唆する水準で変

化していない。また、雇用ＤＩは１月に57.6まで上昇したが緩やかな雇用の拡大を示唆す

る水準にとどまっている。さらに、景気拡大が持続しているなかでリストラ計画は１月も

高水準で推移している。これらのことから、2004年３月以降の緩やかな雇用の拡大ペース

が足下まで持続していると判断される。 

 

失業率は、１月に5.23％と前月の5.43から低下したものの、職探しを諦めた労働者が労

働市場から退出したことによるものであり雇用環境の改善を示すものではない。 

今後に関しては、労働参加率が65.82％と低水準にとどまっており、求人の拡大を背景

に労働市場への再参入が見込まれることから、景気拡大が続くなかで失業率は当面横這い

圏での推移となる可能性が高い。 

 

時間当たり賃金は、一部職種で人手不足から賃金上昇圧力が高まっているが、１月に前

月比で＋0.2％、前年比で＋2.6％と前月に続き低い伸びにとどまった。また、トレンドを

示す３ヵ月移動平均・３ヵ月前対比年率でも＋2.0％と鈍化傾向を辿っており、賃金面か

らのインフレ圧力を懸念する状況ではない。 

 

今後の雇用動向に関しては、労働生産性はプラス基調を維持しているが、余剰生産能力

の縮小によって鈍化傾向を辿る可能性が高い。このような状況のもと、雇用に先行する景

気が2003年４～６月期から2004年10～12月期まで潜在成長率を上回るペースで拡大してい

ること、１～３月期のマンパワー社の新規雇用計画調査での雇用計画や経営者団体の景況

調査における雇用計画など、各種雇用関連調査は採用拡大を示唆していることから、雇用

は2005年４～６月期にかけて月平均で前月差＋100～200千人程度での増加が見込まれる。

ただし、ガソリン、天然ガス等のエネルギー価格が大幅に上昇し景気を抑制すれば、数万

人程度の緩やかな拡大にとどまるリスクがある。 

 

金融政策については、景気動向をみると１月のＩＳＭ製造業・非製造業景気指数が前月

から低下しており、景気の拡大ペースが鈍化している。ただし、水準が高く潜在成長率程

度の成長が続いている。雇用も緩やかながら拡大傾向が持続している。このような情勢の

もと、ＦＲＢは現在2.5％の政策金利を緩和的と判断しており、利上げが継続されよう。

一方で、消費者物価コアデフレーターは前年同月比で＋1.5％と安定している。また、賃

金が緩やかな伸びにとどまっていることから、賃金面からのインフレ圧力は乏しい。この

ため、ＦＲＢは慎重なペースでの利上げが可能な状況にある。 

 

 

雇用は現状ペー

スでの拡大持続 

慎重なペースの

利上げ継続 

賃金は緩やかな

上昇 

労働市場から労

働者の退出によ

り失業率は低下 
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市場動向に関しては、10年債利回りはエネルギー価格の高止まりによって成長ペース加

速が抑えられていることや雇用の緩やかな拡大等インフレ圧力が抑制されていることから

4.1％前後で推移するとみられる。一方、２年債利回りは、利上げの小休止を示唆するよ

うな経済指標の発表は見込み難く、徐々に上昇していくとみられるため、今後もイールド

カーブのフラットニング化が進む公算が大きい。株価は、主要な業績発表を終え、再び景

気情勢に注目が集るとみられる。ただし、強い経済指標が継続的に発表される可能性が低

く、仮に発表されても利上げペース加速観測が強まること、加えて、エネルギー価格が高

止まりすると予想されることが上値を抑え、当面SP500で1200前後でのもみ合う展開が見

込まれる。 

 

部門別の雇用動向をみると、建設業が前月差▲９千人と昨年２月以来の減少となった。

ただし、天候要因によって一時的に減少した可能性が高い。基本的には、低い金利水準、

雇用・所得環境の改善に伴う強い住宅需要を背景に増加基調を維持していると判断される。 

製造業は前月差▲25千人と５ヵ月連続の減少となった。耐久財部門は、加工金属が同＋

３千人増加したが、自動車を含む輸送機械が同▲11.8千人（自動車が同▲9.5千人）と大

幅に減少したため同▲12千人となった。労働省によると自動車メーカーでの定期的な工場

閉鎖が一部影響を与えた。一方、非耐久財部門は石油、繊維、紙・同製品で増加したもの

の、化学が同▲4.8千人、食料品が同▲2.6千人、プラスチックが同▲2.0千人減少したた

め同▲13千人となった。非耐久財では中国などの国々との価格競争が激しい繊維、アパレ

ルでコスト削減圧力の強い状態が続いており、今後も雇用は減少傾向を辿ると見込まれる。 

ドルの水準が切り下がったが海外の成長率が鈍化しているため効果は限られたものにと

どまっており、投入コストが上昇するなかで海外製品との競争圧力が強く国内で生産して

いる企業は、生産性を向上させなければならない状況に変化はない。さらに、自動車部門

で在庫が増加していることから、生産を抑制する動きがあり製造業雇用が増加し難い状況

が持続すると予想される。 

 

サービス業は、小売業や政府部門が増加に転じたため前月差＋177千人と拡大ペースが

小幅加速し20ヵ月連続の増加となった。狭義のサービス業では、人材派遣業が同＋17.5千

人、飲食が同＋25.0千人と増加ペースが加速したものの、景気後退期を含め拡大を続けて

いるヘルスサービスで同＋15.1千人と拡大ペースが鈍化したため全体でも同＋90千人と鈍

化した（18ヵ月連続の増加）。卸売業は、非耐久財の減少で同▲0.4千人減少した。 

輸送・倉庫業は、トラック輸送の増加等によって前月差＋33.6千人と増加ペースが加速

した。小売業では、ギフトカードの売上増による実際の購入の遅れや、クリアランスセー

ルでの販売増加によって解雇の時期が後ずれしたとみられ、季節調整後の数字が押し上げ

られた。衣料品店が同▲2.3千人、自動車ディーラーが同▲2.0千人、電気製品販売店が同

▲1.0千人減少したが、百貨店・通販などの一般小売が同＋6.8千人、家具が同＋4.8千人、

スポーツ・書店・音楽店が同＋3.4千人、薬局店が同＋3.3千人、建材店が同＋2.3千人と

増加したことによって、全体でも同＋19.2千人となった。金融は、銀行、証券での増加に

より前月差＋21千人となった。政府部門では、連邦政府が同＋11千人となった。一方、

州・地方政府では地方が公務員の削減によって同▲１千人減少したが州政府では公務員の

増加によって同＋２千人となったことで、全体でも同＋12千人増加した。 

製造業では引き

続き雇用が増加

し難い環境 

狭義のサービス業

の増加ペースが鈍

化したものの小売

業、政府が増加に

転じたためサービ

ス業の拡大ペース

も小幅加速 

一段のフラット

ニング化 
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